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農村部（川西・大正地区）

帯広市

農村部
（川西・大正地区）

【想定地震 十勝平野断層帯主部 Ｍ７.４】
建物被害想定マップ（市街地全体）帯広市帯広市

Obihiro City
帯広市都市環境部都市建築室建築開発課建築指導係（TEL：0155 - 65 - 4181）

お問い合わせ先

第1次緊急輸送道路

第2次緊急輸送道路

第3次緊急輸送道路
ひとつでも当てはまれば、耐震診断について建築士などに
相談してみましょう。

建てたのは昭和 56(1981) 年 5 月以前である。

壁や基礎にひび割れがある、傾いているのがわか
るなど老朽化している。
建物の平面の形状や、偏って大きな窓があるなど
耐震性に関わる問題がある。

過去に浸水、火災などに見舞われたことがある。

　阪神・淡路大震災での死者のうち、約 8 割は揺れに
よる建物倒壊、家具類の転倒による窒息・圧死といわ
れています。

皆さんの生命や財産を守るためには、
住宅・建築物の耐震化が極めて重要です。

出典
阪神・淡路大震災調査報告編集員会『阪神・
淡路大震災調査報告 総集編』(2000),
厚生省大臣官房統計情報部『人口動態統
計からみた阪神・淡路大震災による死亡
の状況』 (1995.12) 　より作成

ご自宅の耐震性について確認してみましょう！

窒息・圧死

77％

焼死・熱傷
9％

その他
14％

凡  例 耐震化の重要性

木造建物耐震化チェックリスト
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建 物 被 害 想 定 マップ とは
　建物被害想定マップとは、揺れやすさマップで示された強さ（震度）の揺れが発生した場合に、建物が全壊する
可能性を建物の建築年数・構造などから推定し、その割合を地域ごとに「建物被害率」として表したものです。
　また、昭和 56 年以前に建築された建物が多い地区は、一般的に建物被害率の数値が大きくなります。

建物被害想定マップ
＜建物被害率＞

地域ごとの建物が
全壊すると予想される割合

揺れやすさマップ
＜地域の揺れやすさ＞

地域ごとの揺れやすさ 地 域ごとに 建 築 年 代 や
構 造 を 考 慮した 建 物 分 布

建物倒壊危険度

（以上）　 　   （未満）

地震時に通行を確保すべき道路

地震による死亡・ケガの原因は？

地 域 内 の 建 物 の 中 で
全 壊 す る 建 物 の 割 合
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「測量法に基づく国土地理院長承認 （複製） R  2JHf  518」
「本製品を複製する場合には、国土地理院の長の承認を得なければならない。」


